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吸収合併に関する法定事後開示書類

2026 年 11 月 5 日

東京都港区虎ノ門一丁目 10 番 5 号
PostPrime 株式会社
代表取締役　松島 悟

PostPrime 株式会社（以下「当社」といいます。）を吸収合併存続会社、当社の完全子会
社である TakaTrade 株式会社（以下「消滅会社」といいます。）を吸収合併消滅会社とす
る吸収合併（以下「本合併」といいます。）について、会社法第 801 条第 1 項及び会社法
施行規則第 200 条に基づき、下記のとおり開示いたします。

1. 本合併が効力を生じた日
2026 年 11 月 1 日
本合併は、2026 年 7 月 23 日付吸収合併契約及び 2026 年 9 月 16 日付効力発生日変更
合意書に基づくものです。

2. 消滅会社における手続の経過
(1) 本合併をやめることの請求

会社法第 784 条の 2 に基づき本合併をやめることの請求はありませんでした。
(2) 株式及び新株予約権の買取請求

消滅会社では、会社法第 784 条第 1 項の略式合併手続により株主総会の承認を省
略しました。唯一の株主である当社は、同法第 785 条第 2 項第 2 号により反対株
主から除かれます。本合併に伴う取扱いの対象となる消滅会社の新株予約権及び新
株予約権付社債はありません。

(3) 債権者保護手続及び効力発生日の変更
消滅会社は、2026 年 9 月 30 日付官報号外第 216 号 120 頁に合併公告を掲載し、
異議申述期間を公告掲載の翌日から 1 箇月以内としました。消滅会社については、
当社において各別の催告の対象となる債権者はないものと整理し、各別の催告は実
施しておりません。所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんでした。
効力発生日は、2026 年 9 月 16 日付の合意により、2026 年 12 月 1 日から 2026 年
11 月 1 日へ変更しました。消滅会社は、2026 年 9 月 30 日付官報号外第 216 号
120 頁の合併公告において、変更後の効力発生日を 2026 年 11 月 1 日と公告しま
した。



2

3. 当社における手続の経過
(1) 本合併をやめることの請求

会社法第 796 条の 2 に基づき本合併をやめることの請求はありませんでした。
(2) 株式買取請求

当社は、2026 年 8 月 26 日開催の第 7 回定時株主総会で合併契約の承認を受けま
した。会社法第 797 条に基づき、2026 年 9 月 30 日付電子公告により本合併を行
う旨等を公告し、株式買取請求期間を 2026 年 10 月 12 日から同月 31 日までとし
ました。
所定の期間内に株式買取請求を行った株主はありませんでした。

(3) 債権者保護手続
当社は、2026 年 9 月 30 日付官報号外第 216 号 120 頁及び同日付電子公告により
本合併を公告しました。電子公告では、債権者の異議申述期限を 2026 年 10 月 31
日としました。
所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんでした。

4. 本合併により承継した重要な権利義務
当社は、本合併により、消滅会社の資産、負債、契約上の地位その他一切の権利義務
を承継しました。

5. 消滅会社の事前開示書類に記載された事項
会社法第 782 条第 1 項により消滅会社が備え置いた書面又は電磁的記録に記載又は記
録された事項（吸収合併契約の内容を除きます。）は、別紙 1 のとおりです。

6. 会社法第 921 条の変更登記をした日
本書作成日現在、本合併に係る変更登記は未了です。

7. その他の本合併に関する重要な事項
本合併に際し、株式その他の対価の交付は行っていません。また、本合併による当社
の資本金及び準備金の額の増加はありません。
上記以外に、本合併に関する重要な事項はありません。

以上
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別紙 1 消滅会社の事前開示記載事項

TakaTrade 株式会社　会社法第 782 条及び会社法施行規則第 182 条

本別紙は、消滅会社の事前開示書面に記載された事項（吸収合併契約の内容を除きま
す。）を収録しています。

TakaTrade 株式会社（以下、本別紙において「当社」といいます。）は、当社の発行済
株式の全部を保有する PostPrime 株式会社との間で、2026 年 7 月 23 日付吸収合併契約を
締結しました。PostPrime 株式会社を存続会社、当社を消滅会社とし、効力発生日を 2026
年 11 月 1 日とする本合併について、以下のとおり事前開示事項を記載します。当社は会社
法第 784 条第 1 項の略式合併手続によります。

1. 合併対価の相当性に関する事項
PostPrime 株式会社は当社の発行済株式の全部を保有しているため、本合併に際して株
式その他の対価の交付は行いません。完全親子会社間の合併であり、新たに対価を交
付する必要がないことから、対価を交付しない定めは相当であると考えております。
本合併による PostPrime 株式会社の資本金及び準備金の額の増加はありません。
当社に PostPrime 株式会社以外の株主は存在せず、会社法施行規則第 182 条第 3 項第
3 号にいう共通支配下関係にある株主を除く株主は存在しません。

2. 合併対価について参考となるべき事項
合併対価を交付しないため、会社法施行規則第 182 条第 4 項各号に定める合併対価の
換価方法、市場価格その他の事項に該当するものはありません。総株主の同意による
記載省略を根拠とするものではありません。

3. 新株予約権の定めの相当性に関する事項
本合併に伴う当社の新株予約権及び新株予約権付社債の取扱いについて、該当事項は
ありません。

4. 計算書類等に関する事項
(1) PostPrime 株式会社の最終事業年度に係る計算書類等

同社の第 7 期（2025 年 6 月 1 日から 2026 年 5 月 31 日まで）の事業報告は別添 1、
単体計算書類及び個別注記表が参照する連結注記の部分は別添 2、会計監査報告及
び監査役会監査報告は別添 3 のとおりです。

(2) PostPrime 株式会社の臨時計算書類等
2026 年 5 月 31 日後を臨時決算日とする、会社法第 441 条に基づく臨時計算書類
等については、該当事項はありません。
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4. 計算書類等に関する事項 続き
(3) PostPrime 株式会社の最終事業年度末日後の重要事象

2026 年 6 月 10 日　サイブリッジ合同会社を割当先とする新株式及び第 7 回新株
予約権の発行。普通株式の発行価額総額 300,014千円。
2026 年 7 月 1 日　株式会社インフィニティライフの全株式を取得し完全子会社化。
取得対価 71,530千円（条件付取得対価を除く。）。株式譲渡契約では、業務引継
ぎ等の履行及び売上債権の回収状況に応じ、最大 28,470千円の条件付取得対価が
発生する旨が定められています。
2026 年 8 月 1 日　AppBank 株式会社からオンライン動画サービスの一部を譲受け。
2026 年 8 月 31 日　株式会社キューブの株式取得による子会社化及び同社に対す
る 300,000千円の貸付け。
2026 年 10 月 14 日　無償減資の効力発生。資本金 199,469千円のうち 189,469
千円を減少し、10,000千円としました。

(4) TakaTrade 株式会社の最終事業年度末日後の重要事象
当社の第 2 期（2025 年 6 月 1 日から 2026 年 5 月 31 日まで）の計算書類は、
2026 年 8 月 26 日の株主総会で承認されており、同事業年度を最終事業年度とし
て記載しています。
2026 年 6 月 17 日、PostPrime 株式会社の取締役会で当社が営む商品CFD取引プ
ラットフォーム事業からの撤退が決議されました。2026 年 9 月末にサービス提供
を終了し、ユーザーデータの移行対応及び関連資産の整理が進められています。
2026 年 10 月 15 日付の第 1四半期決算短信では、取引プラットフォーム事業につ
いて 2026 年 6 月から 8 月までの減損損失 4,583千円の計上が記載されています。
上記以外に重要な財産の状況の変動はありません。
当社には最終事業年度が存在するため、施行規則第 182 条第 6 項第 2 号ロの「最
終事業年度がないとき」には該当しません。

5. 効力発生日以後の債務履行の見込み
当社及び PostPrime 株式会社が現時点で把握する資産、資金及び今後の支出見込みを
踏まえ、本合併の効力発生日以後に PostPrime 株式会社が負担する債務（会社法第
789 条第 1 項により本合併について異議を述べることができる債権者に対するもの）
の履行に支障は見込んでおりません。
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6. 変更事項及び更新事項
2026 年 9 月 16 日、両社の合意により効力発生日を 2026 年 12 月 1 日から 2026 年 11
月 1 日に変更しました。
第 7 回定時株主総会招集通知に掲載された当社の計算書類等は第 1 期を最終事業年度
としていましたが、その後の計算書類の承認を踏まえ、本別紙の最終事業年度末日後
の重要事象は第 2 期末日である 2026 年 5 月 31 日後を基準に記載しています。

別添資料の収録内容
PostPrime 株式会社の第 7 期の計算書類等を、次の 3 つのテーマに分けて収録していま
す。別添 2 には、個別注記表が参照する連結注記の該当部分も収録しています。出典
は各頁に表示しています。
1　事業報告（全 27 頁）
出典：招集ご通知 PDF6～19 頁／交付書面非記載事項 PDF2～14 頁
2　単体計算書類及び参照注記（全 16 頁）
出典：交付書面非記載事項 PDF35～44 頁・27～32 頁
3　監査報告（全 5 頁）
出典：交付書面非記載事項 PDF45～47 頁／招集ご通知 PDF25～26 頁

以上
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別添1　事業報告
別添 1 事業報告　1／27 頁　出典：招集ご通知 PDF6 頁
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別添 1 事業報告　2／27 頁　出典：招集ご通知 PDF7 頁
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別添 1 事業報告　3／27 頁　出典：招集ご通知 PDF8 頁
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別添 1 事業報告　4／27 頁　出典：招集ご通知 PDF9 頁
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別添 1 事業報告　5／27 頁　出典：招集ご通知 PDF10 頁
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別添 1 事業報告　6／27 頁　出典：招集ご通知 PDF11 頁
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別添 1 事業報告　7／27 頁　出典：招集ご通知 PDF12 頁
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別添 1 事業報告　8／27 頁　出典：招集ご通知 PDF13 頁



14

別添 1 事業報告　9／27 頁　出典：招集ご通知 PDF14 頁
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別添 1 事業報告　10／27 頁　出典：招集ご通知 PDF15 頁



16

別添 1 事業報告　11／27 頁　出典：招集ご通知 PDF16 頁
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別添 1 事業報告　12／27 頁　出典：招集ご通知 PDF17 頁
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別添 1 事業報告　13／27 頁　出典：招集ご通知 PDF18 頁
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別添 1 事業報告　14／27 頁　出典：招集ご通知 PDF19 頁
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事業報告の電子提供事項
別添 1 事業報告　15／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF2 頁
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別添 1 事業報告　16／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF3 頁
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別添 1 事業報告　17／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF4 頁
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別添 1 事業報告　18／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF5 頁
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別添 1 事業報告　19／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF6 頁
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別添 1 事業報告　20／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF7 頁
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別添 1 事業報告　21／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF8 頁
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別添 1 事業報告　22／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF9 頁
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別添 1 事業報告　23／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF10 頁
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別添 1 事業報告　24／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF11 頁
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別添 1 事業報告　25／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF12 頁
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別添 1 事業報告　26／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF13 頁
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別添 1 事業報告　27／27 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF14 頁
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別添2　単体計算書類及び参照注記
別添 2 単体計算書類及び参照注記　1／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF35 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　2／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF36 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　3／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF37 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　4／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF38 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　5／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF39 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　6／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF40 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　7／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF41 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　8／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF42 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　9／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF43 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　10／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF44 頁
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個別注記表の参照先
別添 2 単体計算書類及び参照注記　11／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF27 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　12／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF28 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　13／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF29 頁
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別添 2 単体計算書類及び参照注記　14／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF30 頁



47

別添 2 単体計算書類及び参照注記　15／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF31 頁



48

別添 2 単体計算書類及び参照注記　16／16 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF32 頁
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別添3　監査報告
別添 3 監査報告　1／5 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF45 頁
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別添 3 監査報告　2／5 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF46 頁
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別添 3 監査報告　3／5 頁　出典：交付書面非記載事項 PDF47 頁
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監査役会監査報告
別添 3 監査報告　4／5 頁　出典：招集ご通知 PDF25 頁
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別添 3 監査報告　5／5 頁　出典：招集ご通知 PDF26 頁
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